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第２次 日向市行財政改革大綱　実施計画　体系図

基　　　本　　　方　　　針

１ 市民との協働の推進と地域活動の活性化

２ 市民に 信頼さ れる行政 サービ スの提 供

３ 効 果 的 ・ 効 率 的 な 行 政 経 営 の 推 進

４ 未 来 に つ な げ る 財 政 運 営

取　　　組　　　項　　　目 実　　　施　　　項　　　目 頁

１ 地域コミュニティの活性化 １ 地域コミュニティの活性化 1

２ ＮＰＯの育成・支援 １ ＮＰＯの育成・支援 2

１ 広報・広聴活動の充実 １ 市政の情報発信の充実 3

２ 市民ニーズの的確な把握 4

２ 職員の育成 １ 職員研修等の充実 5

２ 災害に対する職員対応能力の強化 6

３ 女性職員が活躍する職場環境づくりの推進 7

４ 人事評価制度の適正な運用 8

３ 市民に開かれた市役所づくり １ 窓口サービスの充実 9

２ 電子行政サービスの充実 10

４ 情報公開と個人情報の保護 １ 情報公開制度と個人情報保護制度の適正な運用 12

１ 計画的な行政経営の推進 １ 事務事業の見直し 13

２ 行政運営の効率化の推進 １ 効率的な組織づくり 14

２ 内部統制体制の整備 15

３ 民間活力の活用 16

４ ＩＣＴの利活用 17

５ 学校給食費の公会計化 18

６ 職員の働き方改革 19

７ 職員給与等の適正化 21

３ 公共施設の最適化と適正な管理 １ 公共施設マネジメントの推進 22

４ 広域連携の推進 １ 広域連携の強化 23

１ 適正な財政運営 １ 第三セクターの経営健全化 24

２ 公営企業等の経営健全化 25

３ 財務書類の分析と活用 26

４ 財政指標の改善 27

５ 市債残高の圧縮 29

６ 基金の計画的な活用 30

７ 補助金等の見直し 31

２ 自主財源の確保 １ 債権管理の推進 32

２ ふるさと日向市応援寄附金事業の推進 34

３ 使用料、手数料の見直し 35

４ 市有財産の有効活用 36

５ 広告掲載事業の拡充 37

３ 適正な公金管理と運用 １ 資金運用の強化 38



第２次日向市行財政改革大綱実施計画の実績評価について 

［ 令和４(2022)年度 ］ 

 第２次日向市行財政改革大綱［推進期間：令和３(2021)年度から令和６(2024)年度まで］

は、本市の目指す将来像を示した「第２次日向市総合計画・後期基本計画」を着実に推進する

ため、市民や多様な団体などと協働し、行政サービスの向上、行政経営の効率化を図るとと

もに、健全な財政運営を行っていくための取組を示す指針として位置付けられています。 
 
 第２次日向市行財政改革大綱実施計画書においては、総合計画の基本目標の一つである「市

民一人ひとりが地域とつながる市民協働のまち」（地域経営）の施策のうち、「市民との協働

の推進と地域活動の活性化」・「市民に信頼される行政サービスの提供」・「効果的・効率的な

行政経営の推進」・「未来につなげる財政運営」について、取組項目の整合を図りながら、具体

的な実施項目として34項目を設定しています。 
進行管理については、報告書として毎年度の取組実績等を公表していきます。 
 
なお、各実施項目の計画に対する実績については、○（達成できた）、△（一部達成できた）、

×（達成できなかった）で各年度の評価を行うこととしており、これまでの実績の評価結果

は、次のとおりとなっています。 
  

年  度 ○の項目数 △の項目数 ×の項目数 

令和３(2021)年度 19 15 ０ 

令和４(2022)年度 23 11 ０ 

    
 令和４(2022)年度の年次計画 34 項目に対する達成率「○（達成できた）」は 23 項目の約

68％となり、令和３(2021)年度と比較すると約12％上昇しました。 
実績の評価が「△（一部達成できた）」となった実施項目の一部については、依然としてコ

ロナ禍により、取り組むべき内容が十分に実施できていない状況があったと分析しています。 
 
実施項目「学校給食費の公会計化」については、計画期間内に取り組むこととしていた内

容が前倒しで完了となりました。 
また、社会経済情勢の変化等によって計画が現状と乖離しており、適切な評価が行えない

と判断した実施項目については、計画内容や計画値の見直しを行いました。 

【見直しを行った実施項目】 
① 窓口サービスの充実(2・3・1) ② 電子行政サービスの充実(2・3・2) 
③ 職員の働き方改革(3・2・6) ④ ふるさと日向市応援寄附金事業の推進(4・2・2) 

今後、少子高齢化の進展に伴って人口減少が加速していく中、ＤＸ推進、公共施設の整備

や老朽化対策など、財政需要の増加が見込まれており、財政状況は更に厳しくなることが予

想されます。 
高度化・多様化する市民ニーズへの対応や市民サービスの向上を図るとともに、健全で持

続可能な財政基盤づくりを実現するため、引き続き、本実施計画の達成に向けた取組の推進

と適切な進捗管理に努めていきます。 
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基 本 方 針 １ 市民との協働の推進と地域活動の活性化 担 当 課 
取 組 項 目 １ 地域コミュニティの活性化 

地域コミュニティ課 
実 施 項 目 １ 地域コミュニティの活性化 

現状や課題 

質の高い行政サービスを提供していくため、自治会(区)をはじめ、あら

ゆる団体と協働して地域コミュニティの維持・活性化を図る必要があり

ます。 

○自治会（区）加入率【令和2(2020)年4月時点】 65.9％ 

実 施 内 容 
自治会(区)活動の支援を継続するとともに、未加入世帯への加入を促進

します。また、自治会(区)、まちづくり協議会、各種団体と連携し、地

域活動や地域コミュニティの活性化を促進します。 
計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 
自 治 会 ( 区 ) 加 入 率 

66.2% 66.5% 66.8% 67.0% 

【 実 績 】 64.4% 64.1%   

実績の評価 △ △   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

(2021) 

年 度 

令和３年３月策定の「日向市地域コミュニティ推進基本方針」について、

自治会(区)、まちづくり協議会等へ配布・説明したほか、ホームページで

周知を行いました。また、区加入手続きにデジタル技術を導入し、チラ

シ等で周知及び加入促進したほか、コロナ禍のため２年ぶりとなった区

加入促進月間においては、日向市区長公民館長連合会の取組により、新

たに226件の加入実績がありました。 

令和 4 

(2022) 

年 度 

デジタル技術を導入した区加入フォームを通して、年間 15 件の加入実

績がありました。区加入促進月間では新たに201件の加入実績があり、

令和３年度同様、非常に高い成果が見られましたが、未加入世帯の増加

や脱会等により区加入率は減少しています。また、転入者や住所異動者

向けの対策として、市民課窓口設置の発券機モニターにて新たに区加入

促進の案内を開始しました。 
令和 5 

(2023) 

年 度 

 

 

 
令和 6 

(2024) 

年 度 

 

 

 

備  考 
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基 本 方 針 １ 市民との協働の推進と地域活動の活性化 担 当 課 
取 組 項 目 ２ ＮＰＯの育成・支援 

地域コミュニティ課 
実 施 項 目 １ ＮＰＯ※の育成・支援 

現状や課題 

ＮＰＯは、それぞれが高い専門性を持っており、その特性を生かした

公共サービスや各種事業を推進していく必要があります。 

○ＮＰＯ活動向けの講座、学習会等の参加者数 

 【令和元(2019)年度】85人 

○市民活動支援センター平均年間利用者数 

【直近3か年 平成29(2017)年度から令和元(2019)年度まで】 3,753人 

実 施 内 容 
ＮＰＯの人材育成を行うとともに、市民活動支援センターの利用を促

進するなど、ＮＰＯ活動に対する支援に取り組みます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【計画１】 
ＮＰＯ活動向けの講座、学習会等の参加者数 

100人 110人 120人 130人 

【実績１】 69人 31人   

【計画２】 
市民活動支援センター利用者数  

3,830人 3,850人 3,880人 3,900人 

【実績２】 1,652人 2,191人   

実績の評価 △ △   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

市民活動支援センターにおいては、各種講座を開催しＮＰＯの人材育

成を行うとともに、講座の開催方法をオンライン対応にするなど、活

動の支援に取り組みましたが、コロナ禍による臨時休館や一部講座の

中止等により利用者は減少しました。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

ＮＰＯ活動向けの講座等を実施し、人材育成を行いました。昨年に引

き続き講座の開催方法をオンライン対応にするなどの活動支援に取り

組みましたが、長引くコロナ禍により参加者は減少しました。しかし、

３年ぶりに「オール日向祭」※を開催することができ、新たな団体との

交流と、1,000人を超える市民の参加がありました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

 

備  考 

※本大綱のＮＰＯとは、ＮＰＯ法人、ボランティア団体、市民活動団

体などの各種団体を含みます。 

※「オール日向祭」とは、市民活動団体間の交流・ネットワーク作り

を行うとともに、それを広く市民に周知することによって、市民活

動に対する市民の理解と協力を得ることを目的に開催するイベント

です。 
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基 本 方 針 ２ 市民に信頼される行政サービスの提供 担 当 課 

取 組 項 目 １ 広報・広聴活動の充実 秘書広報課 

全   課 実 施 項 目 １ 市政の情報発信の充実 

現状や課題 

市民と行政がお互いの情報を共有しながら市政運営を協働で進めてい

くため、「広報ひゅうが」などの広報媒体に加えて、ＳＮＳやスマート

フォンアプリなど新たな情報発信ツールの利用が求められています。

また、適切な情報発信を図るためには、職員の資質向上や情報発信体

制の強化に取り組む必要があります。 
 ○行政情報の提供に満足している市民の割合 

【令和元(2019)年度のアンケート調査による】 83.6％ 

実 施 内 容 

「日向市職員広報・広聴マニュアル」の活用や情報発信に関する研修

会などを開催し、職員の広報意識の醸成や情報発信力の強化に努める

とともに、広報活動の結果を適切に評価し、改善につなげます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 
行政情報の提供に満足している市民の割合 

87.0％ 89％ 91％ 93％ 

【 実 績 】 － 64.5％※   

実績の評価 △ △   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

広報ひゅうが、ホームページ、Facebook、公式アプリの活用により、

市政情報（各課の取り組み）の発信に努めました。また、新型コロナ

ウイルス関連については、ケーブルテレビやコミュニティＦＭ等の多

様な広報媒体も活用し、感染防止対策や市が取り組む経済対策等につ

いて幅広く周知啓発を行うとともに、効果的に情報を発信するため、

各課での広報計画の作成や情報発信ＰＤＣＡシート（各課で事業を選

定）による評価・検証を行いました。なお、行政情報の提供に関する

満足度調査については、アンケート郵送手続きの課題により実施でき

なかったことから、今後はインターネット等を活用した調査手法につ

いて検討します。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

広報ひゅうが、ホームページ、ＳＮＳ等の活用により、市政情報（各

課の取り組み）の発信に努めました。また、広報推進員研修や各課で

の広報計画の作成、情報発信ＰＤＣＡシート（各課で事業を選定）に

よる評価・検証など、情報発信に関する職員の意識醸成に取り組むと

ともに、まちづくり座談会等でアンケート調査を実施し、情報発信に

関する課題や市民ニーズの把握に努めました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 

※アンケート実施手法を変更 

 まちづくり座談会でアンケート調査を実施して満足度を計ります。 

令和４年度以降……「大変満足」及び「概ね満足」の回答を満足

している市民として算出 
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基 本 方 針 ２ 市民に信頼される行政サービスの提供 担 当 課 

取 組 項 目 １ 広報・広聴活動の充実 秘書広報課 

全   課 実 施 項 目 ２ 市民ニーズの的確な把握 

現状や課題 

市民に市政情報をきめ細やかに提供し、市民ニーズの把握に努め、行

政運営に生かせる環境づくりに取り組む必要があります。 

また、コロナ禍により、新しい形での広聴活動の在り方を検討し、実

践することが求められています。 

実 施 内 容 

「新しい生活様式」への対応が求められる中、座談会などの従来の手

法に加え、ＩＣＴ※の利活用など、新たな広聴の手法についても検討や

研究を行い、広聴機会の創出に取り組みます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 

新 た な 広 聴 手 法 の 活 用 

検討・研究・実施 

【 実 績 】 研究 研究   

実績の評価 △ △   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

令和元年度まで実施した「まちづくり座談会」については、コロナ禍

により実施できませんでしたが、各事業に関連するアンケート調査を

実施するなど市民ニーズの把握に努めました。また、本市が導入して

いないＳＮＳやチャットボット等について、将来的に市民と行政の情

報共有の手法として活用すること等も含め、先進自治体の状況把握を

行う等の研究を進めました。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

市政に対する市民ニーズを把握するため、「まちづくり座談会」を実施

したほか、「各団体等との少人数での意見交換」や「イベント時のおし

ゃべりコーナー」など、多様な世代や立場の方々のご意見を伺う取り

組みを進めました。また、LINEについて、通報受付機能やチャットボ

ットなど、市民とのコミュニケーションツールとなるよう、他自治体

の先進的な取組を参考に、効果的な情報発信のあり方について、全庁

的な研究を進めました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 

※ＩＣＴとは、コンピュータなどのデジタル機器や通信ネットワーク

などを組み合わせた情報システムやサービスのことです。 
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基 本 方 針 ２ 市民に信頼される行政サービスの提供 担 当 課 

取 組 項 目 ２ 職員の育成 
職員課 

実 施 項 目 １ 職員研修等の充実 

現状や課題 

業務の多様化や業務量の増加により、職員研修の受講が難しい状況が

見受けられます。 

○研修センターや中央研修※の参加者人数【令和元(2019)年度】 237人  

実 施 内 容 
行政サービスの質や職員の資質の向上を図るため、研修への参加を促

すとともに、自主研修活動を支援します。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 
研修センターや中央研修の参加者人数 

260人 260人 260人 260人 

【 実 績 】 249人 313人   

実績の評価 △ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

コロナ禍により、研修自体の開催件数は減りましたが、オンライン受

講を積極的に活用して満足度の高い研修実績が得られました。 

（参考）研修派遣延べ人数［780名］ 満足度［90.51％］ 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

集合研修が再開されたことやブロック別研修会の開催等もあり、研修

センターや中央研修の参加者人数は、目標を上回りました。研修派遣

延べ人数は前年を下回りましたが、例年並みの結果となりました。 

 （参考）研修派遣延べ人数［700名］ 満足度［78.29％］ 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 

※研修センターとは、宮崎県市町村研修センターのことです。 

 中央研修とは、市町村職員中央研修所、全国市町村国際文化研修所、 

 自治大学校、国土交通大学校、全国建設研修センター、日本下水道 

 事業団で行われる研修のことです。 
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基 本 方 針 ２ 市民に信頼される行政サービスの提供 担 当 課 

取 組 項 目 ２ 職員の育成 防災推進課 

全   課 実 施 項 目 ２ 災害に対する職員対応能力の強化 

現状や課題 

南海トラフ地震の発生が危惧される中、大規模災害が発生した際の各

部署や個人の役割、対応手順についての意識を全庁一丸となって向上

していく必要があります。 

 ○職員の情報伝達訓練の参加率【令和2(2020)年度】 98.7％ 

実 施 内 容 
地域防災計画や業務継続計画(ＢＣＰ)※に基づき、情報伝達訓練や防災

研修に取り組みます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 
職員の情報伝達訓練の参加率 

100％ 100％ 100％ 100％ 

【 実 績 】 93.7％（平均値） 97.9％（平均値）   

実績の評価 △ △   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

防災推進課以外の職員で災害対策本部を設営するＦＭＢ（ファースト

ミッションボックス）訓練のほか、全職員を対象とした情報伝達訓練

を行うなど、災害時の対応手順、職員の防災意識について改めて確認

しました。実績については、今までと異なり情報伝達訓練を抜き打ち

で実施したこともあり、前年を下回る結果となりました。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

全職員を対象とした情報伝達訓練を３回実施し、確実な情報伝達によ

る参集体制の確認を行いました。また、避難所運営訓練や市総合防災

訓練を実施し、避難所開設及び運営、警察や自衛隊、医療機関などの

関係機関と被災者救助手順等について連携を深めることができまし

た。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 

※業務継続計画（ＢＣＰ）とは、災害時に備えて優先的に実施すべき

業務を特定するとともに、業務の執行体制や対応手順などを定めた

計画です。 
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基 本 方 針 ２ 市民に信頼される行政サービスの提供 担 当 課 

取 組 項 目 ２ 職員の育成 
職員課 

実 施 項 目 ３ 女性職員が活躍する職場環境づくりの推進 

現状や課題 

平成28(2016)年4月に「日向市における女性職員の活躍の推進に関する

特定事業主行動計画」を策定し、組織全体で継続的に女性職員の活躍

を推進しています。 

○係長職以上の女性職員の割合【令和元(2019)年度】 24.5％ 

実 施 内 容 
女性の視点を生かした政策形成や職場環境づくりを進めるため、行動

計画に基づき、係長職以上の女性職員の割合の増加に取り組みます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 
係長職以上の女性職員の割合 

26.0％ 28.0％ 30.0％ 32.0％ 

【 実 績 】 29.7％ 30.6％   

実績の評価 ◯ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

係長以上の女性職員の割合が増加する等、女性の視点を生かした政策

形成や職場環境づくりの推進に努めました。また、「キャリアデザイン

セミナー」へ派遣する等、女性職員の研修受講に積極的に取り組みま

した。        （参考）女性職員の研修受講割合：34.1％ 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

「キャリアデザインセミナー」・「女性リーダーのためのマネジメント

研修」・「自治大学校第１部・第２部特別課程」に職員を派遣するなど、

女性リーダーの育成や女性活躍の意識の醸成に努めました。また、積

極的に女性の管理監督者を登用したことにより、目標値を超えること

ができました。    （参考）女性職員の研修受講割合：41.43％ 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 
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基 本 方 針 ２ 市民に信頼される行政サービスの提供 担 当 課 

取 組 項 目 ２ 職員の育成 
職員課 

実 施 項 目 ４ 人事評価制度※の適正な運用 

現状や課題 

職員の目標管理を行うなど、人事評価制度をマネジメントと人材育成

に活用していますが、より公平公正で納得度の高い制度にしていくた

め、今後も改善を図っていく必要があります。 

 ○評価結果に対する職員の納得度【令和元(2019)年度】 92％ 

実 施 内 容 
制度に対する理解を深め、公平公正な評価が行えるよう人事評価につ

いての研修などに取り組み、評価に対する納得度※を高めていきます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 
評価結果に対する職員の納得度 

90％ 90％ 90％ 90％ 

【 実 績 】 98％ 97％   

実績の評価 ○ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

評価の目線合わせや面談の技術向上のため、全職員を対象に研修を開

催しました。また、人事評価検討委員会を開催し、よりよい制度に改

善していくための意見交換を行いました。 

●人事評価研修：12回開催  ●人事評価検討委員会：２回開催 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

全職員を対象とした研修を実施するとともに、評価の目線あわせのた

め、人事評価検討委員会を開催しました。また、次年度からシステム

を運用するため、操作に関する研修を行いました。 

 ●人事評価研修：16回開催 ●システム操作研修：８回開催 

 ●人事評価検討委員会：１回開催 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

備  考 

令和３年度から人事評価の結果を段階的に処遇へ反映します。これに

より、評価結果に対する職員の納得度は下がることが予想されますが、

高い水準で維持することが求められます。 

※人事評価制度は、地方公務員法に基づき導入が義務化されており、

本市では、職員一人ひとりの能力を高め、組織力を強化することで

質の高い行政サービスを提供することを目的としています。 

※被評価者を対象に「人事評価制度に関するアンケート」を毎年度実

施しており、評価結果の納得度を算出しています。 

納得度：次の4段階のうち1や2を回答した職員数／回答者総数 

1 十分納得できた  

2 どちらかといえば納得できた  

 3 どちらかといえば納得できない  

4 全く納得できない 
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基 本 方 針 ２ 市民に信頼される行政サービスの提供 担 当 課 

取 組 項 目 ３ 市民に開かれた市役所づくり 行政改革・デジタル推進課 

関係各課 実 施 項 目 １ 窓口サービスの充実 

現状や課題 

税務課での証明書発行業務を市民課証明書発行窓口に統合するなど、

市民の利便性の向上に努めています。また、「日向市接遇マニュアル」

を作成し、市役所への市民満足度の向上に取り組んでいます。 

実 施 内 容 
関係課で構成する「窓口サービス向上委員会」を開催し、総合案内の

更なる充実を図るなど、窓口利用者の利便性の向上に取り組みます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 

窓口サービス 

の向上 
窓口対応に満足している利用者の割合※ 

検討・実施 

 
80％ 80％ 80％ 

【 実 績 】 検討 85.4％   

実績の評価 ○ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

接遇マニュアル等に基づき、市民に対するわかりやすい説明や親切・

丁寧な対応を心がけながら利便性の向上に努めるとともに、窓口サー

ビス向上委員会において、全庁的な窓口の改善点などの検討を行いま

した。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

「窓口サービス向上委員会」を開催し、昼休みの窓口業務の統一化や

おくやみ専用窓口の設置等について検討するとともに、利用者アンケ

ート調査を実施し、分析結果に基づいて各窓口に呼出しベルを設置す

る等の利便性の向上を図りました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 

※計画内容を変更 

窓口利用アンケート調査を実施して利用者の満足度を計ります。 

令和４年度以降……窓口対応に満足している利用者の割合 

         「不便を感じない」及び「不便をほとんど感

じない」の回答を満足している利用者として

算出 

窓口対応に満足している利用者の割合【平成30(2018)年度】 80％ 

  

計
画
内
容
変
更 
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基 本 方 針 ２ 市民に信頼される行政サービスの提供 担 当 課 

取 組 項 目 ３ 市民に開かれた市役所づくり 行政改革・デジタル推進課 

関係各課 実 施 項 目 ２ 電子行政サービスの充実 

現状や課題 

デジタル手続法※において、個々の手続・サービスが一貫してデジタル

で完結するという「デジタルファーストの原則」に基づき、地方公共

団体における行政手続（申請や届出など）のオンライン化が努力義務

として求められています。そのため、書面提出を前提とする押印手続

きの見直しを実施するとともに、マイナンバーカードの取得向上につ

いて積極的に取り組む必要があります。 
○オンライン申請が可能な行政手続数【令和2(2020)年6月時点】 22申請・届出 

○マイナンバーカードの交付率【令和2(2020)年12月時点】 20.7％ 

実 施 内 容 
行政サービスの向上を図るため、電子申請システムやマイナンバーカ

ードを活用した行政手続のオンライン化に取り組みます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【計画１】 
オンライン申請が可能な行政手続数 

30申請・届出 40申請・届出 50申請・届出 60申請・届出 

【実績１】 52申請・届出 81申請・届出   

【計画２】 

マイナンバーカードの交付率※ 

70.0％ 全国平均以上※ 

67.0％ 
全国平均以上※ 全国平均以上※ 

【実績２】 43.03% 72.6%   

実績の評価 △ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

電子申請システムを活用し、住民を対象としたアンケート等のオンラ

イン化に取り組み、住民の利便性の向上と職員の業務効率化を図りま

した。マイナンバーカードの交付率については、申請サポートや広報

活動などによる普及向上に努めましたが、コロナ禍により、外出が控

えられたことなどの影響で目標の達成には至りませんでした。 

 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

ぴったりサービス※における「引越しワンストップサービス」をはじめ、

子育て、介護、罹災証明書発行等の申請をオンライン化し、来庁せず

にいつでも申請ができる環境を整備しました。 

マイナンバーカードの交付率については、出張申請サポート等による

普及向上に努めたことにより大きく交付率が上昇して全国平均を上回

りました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

 

 

計
画
値
変
更 
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備  考 

※デジタル手続法の正式名称は、「情報通信技術の活用による行政手続

等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化

を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法

律等の一部を改正する法律」です。 

※「マイナンバーカードの交付率」の計画値を国が示す目標値として

いましたが、令和４年度以降については、各年度末における全国平

均以上に変更しました。 

 ［変更前］100％ 

※ぴったりサービスとは、国のマイナポータルにおいて行政手続きを

オンラインで行えるサービスのことです。 
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基 本 方 針 ２ 市民に信頼される行政サービスの提供 担 当 課 

取 組 項 目 ４ 情報公開と個人情報の保護 総務課 

全 課 実 施 項 目 １ 情報公開制度と個人情報保護制度の適正な運用 

現状や課題 

情報公開、個人情報保護、行政不服審査制度について、職員が制度を

熟知し、適正な運用を図るとともに、広く市民への周知を行う必要が

あります。 

  ○情報公開制度等に関する職員研修会の実施回数 

【令和元(2019)年度】 1回 

実 施 内 容 

情報公開、個人情報保護、行政不服審査制度について、研修会などに

より職員の理解を深め、適正な運用を図るとともに、情報公開制度や

個人情報保護制度の運用状況について、「広報ひゅうが」やホームペー

ジで毎年公表します。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 
職員研修会の実施回数 

1回 1回 1回 1回 

【 実 績 】 2回 2回   

実績の評価 ○ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

新規採用職員を対象とした個人情報保護及び情報公開制度に関する研

修並びに特定個人情報を取扱う職員を対象とした情報セキュリティに

関するｅ-ラーニング※講座を実施しました。また、情報公開制度及び個

人情報保護制度の運用状況（公開件数等）について、「広報ひゅうが」

及びホームページで公表しました。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

個人情報保護法が抜本的に改正され、個人情報の取扱に関する規律が

国に一元化されたことから、国の規定に準じた情報セキュリティに関

するｅ-ラーニング※講座を実施しました。また、個人情報ファイル簿

を全面改定するとともに、その取扱に関するマニュアルを新たに作成

しました。更に、新規採用職員を対象とした個人情報保護及び情報公

開制度に関する研修を実施するとともに、情報公開制度及び個人情報

保護制度の運用状況（公開件数等）について、「広報ひゅうが」及びホ

ームページで公表しました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 

※e-ラーニングとは、インターネットを利用した学習形態のことです。 
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基 本 方 針 ３ 効果的・効率的な行政経営の推進 担 当 課 

取 組 項 目 １ 計画的な行政経営の推進 財政課 

全 課 実 施 項 目 １ 事務事業の見直し 

現状や課題 

今後ますます厳しくなる財政状況に対応しながら施策の推進を図るた

めには、限られた経営資源(ヒト・モノ・カネ)の効果的かつ効率的な

活用が課題となっています。 

 ○事務事業の見直し件数【令和元(2019)年度】6件 

実 施 内 容 

ＰＤＣＡサイクル※の充実強化を図りながら事務事業の必要性や効果、

コストを総合的に判断し、統廃合を含めた事務事業の見直しに取り組

みます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 
事 務 事 業 の 見 直 し 件 数 

6件 6件 6件 6件 

【 実 績 】 2件 8件   

実績の評価 △ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

部局経営方針の進捗管理をはじめ、次年度に向けた新規・拡充事業の

検討や予算編成等を通して事務事業の見直しに取り組むとともに、行

政経営推進会議において施策評価の導入等に関する検討を進めまし

た。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

総合計画の重点戦略・アクションプランや部局経営方針の進捗を図り、

事務事業の見直しに向けた効果的・効率的なＰＤＣＡサイクルを構築

するための取組として、行政評価の手法を見直し（施策評価の導入、

事務事業評価様式の簡素化）するとともに、予算編成の過程での経常

経費の見直しにより、物件費の縮減を図りました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 

※ＰＤＣＡサイクルとは、Ｐｌａｎ（計画）→Ｄｏ（実行）→Ｃｈｅ

ｃｋ（評価）→Ａｃｔ（改善）を繰り返すことによって、業務等を

継続的に改善する方法です。 
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基 本 方 針 ３ 効果的・効率的な行政経営の推進 担 当 課 

取 組 項 目 ２ 行政運営の効率化の推進 
行政改革・デジタル推進課 

実 施 項 目 １ 効率的な組織づくり 

現状や課題 
社会経済情勢の変化や高度化・多様化する市民ニーズに迅速かつ的確

に対応できる組織づくりに取り組む必要があります。 

実 施 内 容 

全部署を対象とした業務ヒアリングを通して各部署の課題や業務量の

把握に努め、行政サービスを効率的に提供できる組織づくりに取り組

みます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 

組 織 の 見 直 し 

実     施 

【 実 績 】 実施 実施   

実績の評価 ○ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

全部署を対象に実施した業務ヒアリング等の結果をもとに、行政改革・

デジタル推進課の新設や債権管理室の廃止等を実施し、効果的・効率

的な組織の改編を行いました。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

業務効率の向上を図るための最適な組織づくりを目指し、業務ヒアリ

ング等を実施した結果に基づき、人権行政部門の集約化や住宅政策の

推進に向けた係再編のほか、少人数係の統廃合を実施しました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 
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基 本 方 針 ３ 効果的・効率的な行政経営の推進 担 当 課 

取 組 項 目 ２ 行政運営の効率化の推進 総 務 課 

関係各課 実 施 項 目 ２ 内部統制※体制の整備 

現状や課題 

地方自治法により内部統制※１の導入が努力義務となっています。この

制度の導入により、法令等を遵守しつつ適正に業務を執行することが、

より一層求められています。 

実 施 内 容 
本市における内部統制の組織的な取組の方向性を定めた方針を策定

し、これに基づき全庁的な体制を整備します。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 

先進事例の情報

収集・調査 

取組の方針策定 

・体制の整備 
適切な運用 

実  施 実  施 実   施 

【 実 績 】 実施 一部実施   

実績の評価 〇 △   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

研修の受講や先進自治体の情報収集とともに、取組方針（案）の作成

や次年度以降の体制づくりを行いました。 

 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

内部統制に関するマガジン※を作成し、職員意識の向上を図るととも

に、取組方針と体制整備について課内で検討しましたが、全庁的な合

意形成を図る段階には至りませんでした。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 

※内部統制とは、組織の目的の達成を阻害する事務上の要因をリスク

として識別及び評価し、対策を講じることで事務の適正な執行を確

保することです。 

※内部統制の内容について解説した職員向けのニュースレターのこと

です。 
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基 本 方 針 ３ 効果的・効率的な行政経営の推進 担 当 課 

取 組 項 目 ２ 行政運営の効率化の推進 行政改革・デジタル推進課 

関係各課 実 施 項 目 ３ 民間活力の活用 

現状や課題 
民間事業者等の知識や技術などを活用することで、より一層の行政サ

ービスや市民の利便性の向上に努めていく必要があります。 

実 施 内 容 

行政サービスの質の向上や効果的・効率的な業務遂行を目的として、

民間委託、指定管理者制度※や多様な人材の活用などに取り組みます。

また、公立幼稚園の運営形態については、地域人口や就学前児童数の

見込みなどを考慮しながら引き続き検討します。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 

民間委託や指定管理者制度などの活用 

検 討 ・ 実 施 

【 実 績 】 検討 検討・実施   

実績の評価 △ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

新たな施設への民間活力の導入可能性について継続的に検討を行って

います。今後も引き続き検討を行い、行政サービスや市民の利便性の

向上に努めます。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

公の施設の効率的な管理運営の視点から、民間委託や指定管理者制度

の活用について検討を行いました。 

市立寺迫幼稚園については、地域人口や就学前児童数の見込みを考慮

して、地域と協議の上、令和５年度の一時休園を決定しました。 

指定管理者制度については、指定期間満了に伴う２施設の更新を円滑

に進め、市議会で承認後に指定を行いました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 

※指定管理者制度とは、公の施設管理について民間事業者や団体など 

の民間活力を活用する制度です。 
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基 本 方 針 ３ 効果的・効率的な行政経営の推進 担 当 課 

取 組 項 目 ２ 行政運営の効率化の推進 行政改革・デジタル推進課 

関係各課 実 施 項 目 ４ ＩＣＴの利活用 

現状や課題 

国は、ＩｏＴ※やＡＩ※、ロボット、ビッグデータなどを用いることに

より、経済発展と社会的課題の解決を両立していく新たな社会

（Society5.0※）の実現を目指しています。 

実 施 内 容 

Society5.0 の実現に向けて、５Ｇ※やＩｏＴ、ＡＩなどＩＣＴの利活

用を図るための調査研究を進めるとともに、職員のＩＣＴリテラシー
※の向上に努めます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 

Ｉ Ｃ Ｔ の 利 活 用 

調査・研究・活用 

【 実 績 】 調査・研究・活用 調査・研究・活用   

実績の評価 ○ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

「日向市情報化推進委員会」による全庁的・横断的な体制を整備する

とともに、積極的かつ効果的なＤＸ※推進を図るよう「日向市ＤＸ推進

計画」を策定しました。併せて、各種ＩＣＴについての先進事例の調

査・研究をはじめ、ＲＰＡ※業務の拡充などにより業務効率化を図りま

した。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

「日向市ＤＸ推進計画」に基づき、行政手続きのオンライン化や公衆

wi-fi の拡充に取り組んだほか、ペーパーレス化の推進として、庁内

の一部部署で電子決裁を先行的に実施し、課題等の抽出を行いました。

また、更なるＤＸ推進のため、ソフトバンク株式会社との包括連携協

定を締結し、同社との協力によるスマートフォン教室を開催する等、

デジタルデバイド対策を実施しました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

備  考 

※ＩｏＴとは、モノに通信機能を持たせ、インターネットに接続したり相互

に通信したりすることにより、自動認識や自動制御、遠隔計測などを行う

ことです。 

※ＡＩとは、人工知能のことです。 

※Society5.0とは、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）

を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立

する新たな社会のことです。 

※５Ｇとは、超高速、超低遅延、多数同時接続といった新たな機能を持つ次

世代の移動通信のことです。 

※ＩＣＴリテラシーとは、情報技術を適切に活用する基礎的な知識や 

技能のことです。 

※ＤＸとは、制度や組織の在り方等をデジタル化に合わせて変革していくこ

とです。 

※ＲＰＡとは、人間が行ってきた定型的なパソコン操作をソフトウエアのロ

ボットにより自動化するもののことです。 
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基 本 方 針 ３ 効果的・効率的な行政経営の推進 担 当 課 

取 組 項 目 ２ 行政運営の効率化の推進 
学校給食センター 

実 施 項 目 ５ 学校給食費の公会計化 

現状や課題 

給食費はＰＴＡや育成会での集金、口座引き落としなどの方法により

各学校で徴収されています。保護者の集金時の現金保管、学校での徴

収管理、未納者対応に負担があるため、公会計に移行し、市で徴収管

理を行うことが求められています。 

実 施 内 容 
公会計化への移行体制を整え、学校給食費の徴収管理業務の効率化に

取り組みます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 

公会計化への 

移行の検討 

公会計化への 

移行の準備 

公会計の導入 

・試行 
公会計への移行 

実 施 実 施 実 施 実 施 

【 実 績 】 実施 実施 実施 実施 

実績の評価 〇 〇   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

「学校事務代表者会議」※で、学校給食費徴収管理業務における現状と

課題等について協議するとともに、「日向市学校給食費公会計導入検討

委員会」で公会計化に伴う業務や移行スケジュール、学校給食費管理

システムの導入等について協議し、今後の取組の方向性について整理

しました。また、本市と類似の先進自治体を視察し、公会計化への円

滑な移行に係る取組について調査研究を行いました。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

ＰＴＡ協議会理事会、学校教職員及び学校給食物資納入業者への説明

会を実施し、学校、関係部署との連携及び関係機関との調整を図りな

がら、当初計画を前倒しして学校給食費の公会計化への体制を整備し、

円滑に移行を完了しました。なお、公会計化への移行に際して、「日向

市学校給食費に関する条例」等の整備を行うとともに、学校給食費管

理システムを導入して児童生徒及び教職員情報の整備を行い、学校給

食費の徴収管理業務の効率化も図りました。 

［実施項目完了］ 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備 考 

※学校事務代表者会議とは、庁内関係部署の担当者及び市内小中学校

の学校事務ブロック長で組織した会議のことです。 
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基 本 方 針 ３ 効果的・効率的な行政経営の推進 担 当 課 

取 組 項 目 ２ 行政運営の効率化の推進 職員課 

全 課 実 施 項 目 ６ 職員の働き方改革 

現状や課題 

社会経済情勢の変化や高度化・多様化する市民ニーズに迅速かつ的確

に対応していくために、職員は、限られた労働力の中で最大限に能力

を発揮する必要があります。そのためには、職員のワーク・ライフ・

バランス（仕事と生活の調和）が実現できる労働環境の整備が求めら

れています。また、平成31(2019)年 4月に「働き方改革関連法」が施

行され、『職員の健康管理を行うことで生産性の向上と労働力を確保す

る』という“健康経営”※の考え方が提唱されています。 

○職員数（任期の定めのない職員数）【直近5か年 平成28(2016)年度から 

令和2(2020)年度までの平均】 584人 

○時間外勤務時間数（災害・選挙等の年次的なものを除く。）【直近5か年 

平成27(2015)年度から令和元(2019)年度までの平均】 72,117 時間 

実 施 内 容 
職員数の適正な管理や多様な任用形態による人材の活用と併せて時間

外勤務の縮減に取り組みます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【計画１】 

任 期 の 定 め の な い 職 員 数※ 

各年度584人以下 591人以下※
 584人以下 

【実績１】 585人(R4.4.1) 585人(R5.4.1)   

【計画２】 

時 間 外 勤 務 の 縮 減 

直近5か年平均 

比3％減 

前年度比 

3％減 

前年度比 

3％減 

前年度比 

3％減 

【実績２】 
4.6％減※ 

（68,771時間） 

7.9％減 

（63,358時間） 
  

実績の評価 △ △   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

時差勤務制度の運用開始で柔軟かつ効率的な働き方が可能となりま

した。なお、上限時間（月 45 時間以内かつ年 360 時間以内）を超え

る時間外勤務の該当者（108人）について、各課で要因の分析を行い、

業務分担の見直しや横断的な支援などの改善策を検討しました。ま

た、庁内放送やメールでノー残業デーの周知徹底に努めました。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

任期の定めのない職員数については、昨年度と同数の結果となり、目

標をわずかに上回りましたが、時間外勤務時間数については、要因分

析に基づく業務分担の見直しや横断的な支援等の改善策の実施によ

り、計画値を超える縮減結果につながりました。 

 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

 

計
画
値
変
更 
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備  考 

※職員数については、新たな行政需要への対応や消防職員の退職者の

増加による平準化採用などの要因により、一時的に増加することが

見込まれます。 

※健康経営とは、職員の健康管理を経営課題とし、戦略的に取り組む

経営手法のことです。 

※令和５（2023）年度以降の「計画１」については、法改正に伴い定

年退職となる年齢が令和５年度から段階的に 65 歳まで引き上げら

れることとなりますが、段階的な引き上げ期間中は、定年退職者が

発生しない場合においても平準化による新規職員の採用を行う方針

が決定したことから変更しました。 

 ［変更前］各年度584人以下 

※令和３（2021）年度の「実績２」については、災害等の年次的なも

のが含まれていたため修正を行いました。 

 ［修正前］2.46％減（70,341時間） 
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基 本 方 針 ３ 効果的・効率的な行政経営の推進 担 当 課 

取 組 項 目 ２ 行政運営の効率化の推進 
職員課 

実 施 項 目 ７ 職員給与等の適正化 

現状や課題 

給与制度については、人事院勧告に準拠し、その都度給与の見直しを

行ってきました。今後も国や県の動向、社会経済情勢の変化を踏まえ

ながら適正化に取り組む必要があります。 

実 施 内 容 

給与制度の適正化に引き続き取り組みます。また、公正性や透明性の

観点から、職員給与などを「広報ひゅうが」やホームページで毎年公

表します。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 

給 与 等 の 適 正 化 

実     施 

【 実 績 】 実施 実施   

実績の評価 △ △   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

給与制度の適正化に向けた課題を整理し、定期昇給制度等の見直しを

行いました。また、広報紙やホームページにおいて、職員給与等の公

表を行いました。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

前年度に引き続き給与制度の適正化に向けた課題を整理しながら、定

年延長制度や令和３年及び４年の人事院勧告への対応を行いました。

また、広報紙やホームページにおいて、職員給与等の公表を行いまし

た。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 
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基 本 方 針 ３ 効果的・効率的な行政経営の推進 担 当 課 

取 組 項 目 ３ 公共施設の最適化と適切な管理 
資産経営課 

実 施 項 目 １ 公共施設マネジメントの推進 

現状や課題 

人口減少や厳しい財政事情が見込まれる中、公共施設の老朽化対策を

含めた総合的なマネジメントの推進や体制の整備が求められていま

す。 

実 施 内 容 

老朽化の著しい施設や利用が少ない施設の統廃合とともに、点検・診

断の実施やコスト縮減を図りながら、適切な維持管理と計画的な改修・

更新に取り組みます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 

保有量の最適化や適切な維持管理 

実     施 

【 実 績 】 実施 実施   

実績の評価 △ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

旧岩脇中学校について施設を解体する方針を決定しました。また、細

島地区コミュニティセンターの譲渡について地元との調整を進めてお

り、福祉施設や東郷地域の施設のあり方についても継続して検討を進

めています。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

旧岩脇中学校（校舎）及び旧消防署南分遣所の解体を行いました。ま

た、美々津公民館について耐震診断を実施し、耐震補強を行う方針を

決定しました。細島地区コミュニティセンターについては、細島まち

づくり協議会への譲与に向けて調整中です。東郷地域の屋根付き運動

広場については、各地区で地元説明会及び意見交換を行い、調整を進

めました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 
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本 方 針 ３ 効果的・効率的な行政経営の推進 担 当 課 

取 組 項 目 ４ 広域連携の推進 
総合政策課 

実 施 項 目 １ 広域連携の強化 

現状や課題 

各市町村が抱える様々な課題の解決に向けて、広域的な連携強化を図

り、一体的な発展へとつなげていく必要があります。 

 ○日向・東臼杵市町村振興協議会※の各専門部会の開催回数 

  【令和元(2019)年度】1～2回開催 

実 施 内 容 
安心して暮らしていける魅力ある地域づくりを目指し、圏域が抱える

共通の課題について近隣町村と連携して取り組みます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 
日向・東臼杵市町村振興協議会の各専門部会の開催回数 

2回 2回 2回 2回 

【 実 績 】 0回～4回 0回～4回   

実績の評価 △ △   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

コロナ禍により、開催できない専門部会もありましたが、オンライン

開催も取り入れ、圏域の抱える課題を各専門部会にて協議・検討しま

した。また、各市町村の広報紙にイベント情報等を相互に掲載したり、

職員研修を合同で実施したほか、協議会事務局において林業を核とし

た移住促進のホームページを運営し、圏域の振興・活性化を図りまし

た。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

コロナ禍により、開催できない専門部会も一部ありましたが、各専門

部会にて、圏域の抱える課題を協議・検討し、主に、圏域県立高校の

魅力を発信するリーフレットの作成、情報発信力講座の開催、移住促

進のホームページの内容更新などを行い、圏域の振興・活性化を図り

ました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 

※日向・東臼杵市町村振興協議会とは、圏域の振興や活性化を目的と

した日向市・門川町・美郷町・諸塚村・椎葉村で組織する広域的な

連携組織です。 
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基 本 方 針 ４ 未来につなげる財政運営 担 当 課 

取 組 項 目 １ 適正な財政運営 財 政 課 

関係各課 実 施 項 目 １ 第三セクターの経営健全化 

現状や課題 

（株）日向サンパーク温泉※については、平成26(2014)年度から赤字が

続いており、債務超過となっていたため、「温泉館」の経営継続を断念

し、経営改善に取り組んでいます。 

（株）東郷町ふるさと公社については、牧水公園施設の老朽化対策と

併せ、稼働率向上や自主事業の実施による自主財源の確保など、経営

基盤の安定化に向けた取組が課題となっています。 

（公財）日向文化振興事業団については、自主文化事業の収益の向上

と老朽化が進む施設の維持管理が課題となっています。 

実 施 内 容 
それぞれの改革プラン（経営健全化方針）に基づき、効果的・効率的

な経営環境を整備し、点検評価を通じ、経営基盤の強化を支援します。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 

経営基盤強化策の点検評価 

実    施 

【 実 績 】 実施 実施   

実績の評価 ○ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

各法人が管理する施設の稼働率向上や老朽化した施設の効率的な維持

管理に資する取組として、日向サンパークでの大型遊具等の整備、牧

水公園や日向市文化交流センターの施設改修等を行いました。また、

「第三セクター経営検討委員会」を開催し、各法人の令和２年度決算

に係る経営状況等を点検・評価しながら結果報告書として取りまとめ、

経営改善策等に対して助言を行いました。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

「第三セクター経営検討委員会」において経営状況や情報発信等の各

種取組に対する点検・評価を行うとともに、その結果を踏まえ、各法

人と市所管課が連携して経営健全化に向けた対応に取り組みました。

また、施設稼働率の向上等を図る取組としてWi-Fi 設備の整備を行っ

たほか、老朽化対策工事を実施しました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 

※（株）日向サンパーク温泉は、温泉施設の閉館に伴い、令和３年５

月31日付で（株）日向サンパークへ名称を変更しました。 
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基 本 方 針 ４ 未来につなげる財政運営 担 当 課 

取 組 項 目 １ 適正な財政運営 水道課 下水道課 

東郷診療所 実 施 項 目 ２ 公営企業等の経営健全化 

現状や課題 

公営企業会計のうち水道事業、簡易水道事業、下水道事業及び農業集

落排水事業については、人口減少などにより収益が減少している中、

施設の老朽化に伴う更新や耐震化が課題となっています。今後、業務

の効率化や収益増加に向けて取り組み、経営の安定化を図る必要があ

ります。 

市立東郷病院については、医師確保が困難なことによる入院診療の休

止や施設の老朽化などの課題に直面しており、経営も悪化している状

況となっています。なお、令和3(2021)年度からは無床診療所に経営形

態を移行することとなっています。 

実 施 内 容 

「経営戦略」や「ビジョン」などの計画に基づき、財源の確保を図り

ながら健全な経営に取り組みます。また、計画に沿った施設の更新や

耐震化を進めていきます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 

経営健全化や施設の更新 

実    施 

【 実 績 】 実施 実施   

実績の評価 〇 〇   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

水道事業においては「日向市上下水道料金等審議会」で料金改定の必

要性が審議され、また下水道事業では先進地視察等をもとに使用料改

定へ向けたスケジュール等の具体的な検討に着手しました。病院事業

は無床診療所に経営形態を移行し、訪問看護の２４時間体制等に取り

組むとともに、施設整備に係る基本計画を策定しました。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

水道事業においては、安全で安心な水道水を安定して供給し続けるた

め水道事業の経営基盤強化を目的として令和５年１月に水道料金を改

定し、下水道事業においては、令和５年２月に「日向市公共下水道事

業計画市民検討委員会」を設置し、将来を見据えた全体計画区域の見

直しに着手しました。また、診療所においては、新施設の建替工事契

約を締結するとともに、電子カルテシステムを導入して利便性の向上

及び業務効率化を図りました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

備  考 

 

 

 

 
 
  



- 26 - 
 

基 本 方 針 ４ 未来につなげる財政運営 担 当 課 

取 組 項 目 １ 適正な財政運営 
財政課 

実 施 項 目 ３ 財務書類※の分析と活用 

現状や課題 
持続可能な財政運営を行っていくため、財務書類に基づく財務分析を

行い、予算編成や施策へ活用していく必要があります。 

実 施 内 容 
財務書類の作成と分析を行い、予算編成や公共施設マネジメントなど

の施策への効果的な反映・活用に取り組みます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 

予 算 編 成 や 施 策 へ の 活 用 

実     施 

【 実 績 】 実施 実施   

実績の評価 ○ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

令和２年度決算に基づく財務書類の作成・公表に取り組むとともに、

固定資産台帳における老朽化の状況等に関するストック情報や維持管

理等に関するコスト情報等について分析を行い、予算編成や公共施設

マネジメント等での活用を図りました。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

令和３年度決算に基づく財務書類を作成・公表するとともに、予算編

成等での施設の更新・改修事業の優先順位の検討に際して、他自治体

との比較・分析が可能な固定資産台帳に基づく施設類型別のストック

情報の活用を図りました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 

※財務書類とは、企業会計に用いられる発生主義の考え方に基づいて

作成された財務資料です。 
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基 本 方 針 ４ 未来につなげる財政運営 担 当 課 
取 組 項 目 １ 適正な財政運営 

財政課 
実 施 項 目 ４ 財政指標※の改善 

現状や課題 

社会保障費の自然増加や公共施設の更新費用の増加はもとより、コロ

ナ禍による経済対策や新しい生活様式への取組など、新たな財政需要

が見込まれ、かつてない厳しい財政状況が予想される中、財政指標の

悪化が懸念されます。 

 ○経常収支比率※【令和元(2019)年度】94.8％ 

 ○実質公債費比率※【令和元(2019)年度】10.8％ 

 ○将来負担比率※【令和元(2019)年度】71.8％ 

実 施 内 容 
本大綱の各実施計画を着実に推進するとともに、歳入確保と歳出構造

の改善に取り組むことで、中長期的視点に立った健全で持続可能な財

政基盤づくりを図ります。 
計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【計画１】 経 常 収 支 比 率 
各年度94.8％以下 

【実績１】 87.8％ 88.9％   

【計画２】 実 質 公 債 費 比 率 
各年度10.8％以下 

【実績２】 10.7％ 11.0％   

【計画３】 将 来 負 担 比 率 
各年度71.8％以下 

【実績３】 40.8％ 30.4％   
実績の評価 ○ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年   度 

コロナ禍が長期化する中、感染防止対策をはじめ、市民生活や地域経

済の下支えのために必要な予算の確保に努めながら、予算編成や予算

執行段階での経常経費の抑制や交付税措置のある有利な市債の活用等

に取り組みました。 

 

 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年   度 

地方交付税の追加交付の影響等により、経常収支比率の上昇が抑制さ

れました。また、公債費が近年におけるピークを迎えていること等か

ら、実質公債費比率は上昇したものの、市債残高の圧縮、特定目的基

金への積み立て及び交付税措置の有利な市債の活用等により、将来負

担比率は改善しました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年    度 

 
 
 
 
 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年    度 

 

 
 
 
 



- 28 - 
 

備  考 

※財政指標とは、決算数値から自治体の財政状況を測る「ものさし」

のようなものです。 

※経常収支比率とは、自治体の財政構造の弾力性を判断するもので、

経常的な経費に税などの経常的な収入がどの程度充当されているか

を割合で表したものです。 

※実質公債費比率とは、自治体の借入金（市債（地方債））の返済額（公

債費）の大きさを自治体の標準財政規模（毎年度経常的に収入され、

かつ自由にその使途を決定することのできる市税や地方交付税等一

般財源の規模）に対する割合で表したものです。 

※将来負担比率とは、自治体の借入金など、現在抱えている負債の大

きさを自治体の標準財政規模に対する割合で表したものです。 
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基 本 方 針 ４ 未来につなげる財政運営 担 当 課 
取 組 項 目 １ 適正な財政運営 

財政課 
実 施 項 目 ５ 市債残高※の圧縮 

現状や課題 

公共施設などを計画的かつ重点的に整備することで市債の新規発行額

の抑制に努めていますが、依然として市債残高は、住民一人当たりの

類似団体※平均を上回っていることなどから、更に圧縮する必要があり

ます。 

実 施 内 容 新規発行額を元金償還額以内に抑制するとともに、交付税算入率が有

利な市債の発行に努めます。  
計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 
元金償還額以下の新規発行 

実     施 

【 実 績 】 実施 実施   

実績の評価 ○ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

細島小学校改築事業の実施に伴う市債の発行等があったものの、全体

としては令和３年度の元金償還額を下回る新規発行額となり、市債残

高の圧縮につながりました。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

公共施設の老朽化対策としての除却債の発行や台風第 14 号に伴う災

害復旧事業債の発行があったものの、引き続き、全体としては令和４

年度の元金償還額を下回る新規発行額となるように抑制したことで、

市債残高の圧縮につながりました。 
令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 
令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 

※市債残高とは、公共施設や道路などの整備に充てた国や銀行等から

の借入金の残高のことです。 

※類似団体とは、全国の市町村を人口と産業構造により分類した結果、

同じグループに属する団体のことです。 
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基 本 方 針 ４ 未来につなげる財政運営 担 当 課 

取 組 項 目 １ 適正な財政運営 
財政課 

実 施 項 目 ６ 基金の計画的な活用 

現状や課題 

今後見込まれる普通地方交付税や税収の減少による財源不足、災害な

どの緊急時に対応するため、基金取崩しの抑制や一定の基金残高を確

保する必要があります。 

○財政調整積立基金※残高【令和元(2019)年度末】 27億2,800万円 

○全体基金残高【令和元(2019)年度末】      84億7,700万円 

実 施 内 容 

財政調整積立基金については、災害などの緊急時に対応できる規模の

残高維持に努めながら計画的な活用を図ります。また、特定目的基金
※については、それぞれの目的に沿った適正な運用を行います。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 

基金の計画的な活用 

実     施 

【 実 績 】 実施 実施   

実績の評価 ○ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

財政調整積立基金については、令和２年度決算剰余金の積み立てを行

うとともに、残高を確保するために、令和４年度当初予算編成での繰

入（取り崩し）の抑制を図りました。また、今後の公共施設の老朽化

対策等を推進するため、公共施設整備等資金積立基金への積み立てを

行いました。 

●令和3（2021）年度末基金残高（決算見込み） 

・財政調整積立基金28億9,990万円（前年度比2億2,091万円増） 

・全体105億5,939万円（前年度比17億4,439万円増） 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

財政調整積立基金については、令和３年度決算剰余金の積み立てを行

うとともに、令和４年度決算見込みにより、繰入（取り崩し）の抑制

を図り、残高の維持に努めました。また、今後の公共施設の老朽化対

策等を推進するため、令和３年度に引き続き、公共施設整備等資金積

立基金への積み立てを行いました。 

 ●令和4（2022）年度末基金残高（決算見込み） 

 ・財政調整積立基金30億6,086万円（前年度比1億6,096万円増） 

 ・全体112億8,874万円（前年度比7億2,935万円増） 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 

※財政調整積立基金とは、想定外の緊急時の支出に備え、また、年度

間の財源の不均衡を調整するための基金です。 

※特定目的基金とは、特定の目的のために積み立てた基金です。 
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基 本 方 針 ４ 未来につなげる財政運営 担 当 課 

取 組 項 目 １ 適正な財政運営 財政課 

全 課 実 施 項 目 ７ 補助金等の見直し 

現状や課題 

市の補助金交付制度に基づき、これまで見直しを行ってきましたが、

一定割合のカットを基本にした削減には限界があることから、更なる

見直しの必要があります。 

 ○補助金の見直し【令和元(2019)年度】 4件 

実 施 内 容 
市の補助金交付制度に基づき、補助金の必要性やその効果などを引き

続き検証し、特に市単独補助金については、必要な見直しを行います。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 
補 助 金 の 見 直 し 件 数 

2件 2件 2件 2件 

【 実 績 】 2件 3件   

実績の評価 ○ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

「日向市補助金交付ガイドライン」に基づき、予算執行段階での状況

確認や交付額の精査、予算編成での必要な見直しに取り組むとともに、

交付要綱の制定や見直し等を通して、補助金の必要性や効果に関する

検証を行いました。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

「日向市補助金交付ガイドライン」に基づき、前年度実績等の内容を

確認しながら、予算執行段階での交付額の調整、多額の繰越金は返還

を求める等の取組を推進しました。また、予算編成段階においても、

費用対効果の視点等からの補助金の減額に取り組みました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 
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基 本 方 針 ４ 未来につなげる財政運営 担 当 課 

取 組 項 目 ２ 自主財源の確保 税 務 課 

関係各課 実 施 項 目 １ 債権管理の推進 

現状や課題 

税や保育料などについては、更に収納率の向上を図る必要があります。 

また、依然として多額の未収債権が残っていることから、更に未収債

権に対する適正管理を進め、未収債権の圧縮を図る必要があります。 

○現年度収納率【令和元(2019)年度】  

市税99.18％、国民健康保険税92.85％、保育料97.40％、 

水道料金97.86％、住宅使用料97.34％、介護保険料98.92％ 

 ○未収債権総額【令和元(2019)年度】  7億9,100万円 

実 施 内 容 
職員の徴収技術の向上を図るため、債権研修会を開催するなど、収納

率の維持・向上と未収債権の圧縮に取り組みます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【計画１】 
市 税 の 収 納 率 

99.23％ 99.30％ 99.36％ 99.42％ 

【実績１】 99.31％ 99.37％   

【計画２】 
国 民 健 康 保 険 税 の 収 納 率 

92.90％ 92.95％ 93.00％ 93.05％ 

【実績２】 95.38％ 95.07％   

【計画３】 
保 育 料 の 収 納 率 

98.10％ 98.15％ 98.20％ 98.25％ 

【実績３】 98.06％ 97.61％   

【計画４】 
水 道 料 金 の 収 納 率 

98.06％ 98.06％ 98.16％ 98.26％ 

【実績４】 98.23％ 98.40％   

【計画５】 
住 宅 使 用 料 の 収 納 率 

98.00％ 98.30％ 98.70％ 99.00％ 

【実績５】 98.56％ 98.68％   

【計画６】 
介 護 保 険 料 の 収 納 率 

98.94％ 98.95％ 99.00％ 99.00％ 

【実績６】 99.24％ 99.26％   

【計画７】 
未 収 債 権 総 額 

7億 8,800万円 7億4,000万円 6億9,200万円 6億4,400万円 

【実績７】 6億9,300万円 6億5,700万円   

実績の評価 〇 〇   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年  度 

債権管理関係者会議の開催や債権の種類に対応した研修会を実施し、

全庁的な債権管理意識の醸成に努め、未収債権の圧縮につなげました。 

 

 

 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年  度 

保育料の収納率は、コロナ感染による臨時休園や登園自粛による保護

者の収入減により、納付困難世帯が増加したことが影響して計画値を

下回りました。全体的な未収債権総額としては、債権管理の研修実施

等により債権管理の知識や手順定着が図れたこともあり、計画値より

も大きな圧縮幅となりました。 
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令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年  度 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年  度 

 

備  考 
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基 本 方 針 ４ 未来につなげる財政運営 担 当 課 

取 組 項 目 ２ 自主財源の確保 
ふるさと物産振興課 

実 施 項 目 ２ ふるさと日向市応援寄附金事業の推進 

現状や課題 

返礼品型ふるさと納税では、返礼品の種類や質が寄附の増減に大きく

影響します。 

多くの事業者に積極的に参加してもらっていますが、より多くの自主

財源を確保するためには、更に多くの事業者の参加と事業者や寄附者

に対する本市のふるさと納税事業への理解が得られるような働き掛け

が必要です。 

○寄附金額【令和元(2019)年度】 6億3,443万円 

実 施 内 容 

「ふるさと日向市応援寄附金返礼品事業者連絡会」を通して勉強会な

どを開催することで、ふるさと納税制度への理解を深めるとともに、

返礼品の充実、更には産業の発展につなげます。また、寄附者に対し

て使い道に関する報告を行い、本市のふるさと納税事業への理解を得

ることで継続した寄附獲得につなげます。  

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 
寄 附 金 額 

6億3,400万円 7億2,900万円 10億円※ 10億円 

【 実 績 】 6億5,765万円 8億2,565万円   

実績の評価 ○ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

返礼品の開発やブラッシュアップを目的として、「ふるさと日向市応援

寄附金返礼品事業者連絡会」においてポータルサイトによる研修会や

返礼品を持ち寄っての意見交換を行いました。また、寄附者に対して、

本市の情報および寄附金充当事業の紹介や返礼品に関する内容のダイ

レクトメールを定期的に配信し、ふるさと納税事業への理解を求めま

した。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

商品開発の専門家を講師として講演会及び商品開発アドバイス会を開

催し、新たな返礼品開発に取り組むとともに寄附者ニーズに合わせた

情報発信を行いました。また、ふるさと納税システムの更新やオンラ

インワンストップ申請の導入など業務の効率化と寄附者の利便性の向

上を図りました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 

※計画値を変更 

令和４年度寄附金額の実績を踏まえて変更しました。 

［変更前］8億3,800万円 

 
  

計
画
値
変
更 
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基 本 方 針 ４ 未来につなげる財政運営 担 当 課 

取 組 項 目 ２ 自主財源の確保 財 政 課 

関係各課 実 施 項 目 ３ 使用料、手数料の見直し 

現状や課題 
公共施設や行政サービスを維持していくため、維持管理に係る費用の

財源の確保が重要です。 

実 施 内 容 

受益と負担の適正化の観点から、公共施設や行政サービスの維持管理

に係る費用の見直しと併せて使用料・手数料の見直しを行います。ま

た、ごみ処理の有料化については、市民意識や社会経済情勢も考慮し

ながら引き続き検討します。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 

使 用 料 や 手 数 料 の 見 直 し 

実     施 

【 実 績 】 実施 一部実施   

実績の評価 △ △   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

公共施設マネジメントの取組として、施設のあり方等に関する検討を

進めたものの、コロナ禍が長期化する中、使用料や手数料の見直しに

向けた具体的な取組には至りませんでした。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

水道料金の改定は実施したものの、その他の公共施設の使用料や行政

サービスの手数料の見直しについては、予算編成の中での分析等を行

ったのみとなり、具体的な見直しに向けた取組には至りませんでした。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 
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基 本 方 針 ４ 未来につなげる財政運営 担 当 課 

取 組 項 目 ２ 自主財源の確保 
資産経営課 

実 施 項 目 ４ 市有財産の有効活用 

現状や課題 

市が所有する土地・建物の処分（譲渡や貸付など）による自主財源を

確保するとともに、維持管理に関するコストの縮減を図る必要があり

ます。 

実 施 内 容 
普通財産※として管理する土地・建物の利活用や処分（譲渡や貸付など）

に取り組みます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 

普 通 財 産 の 活 用 や 処 分 

実     施 

【 実 績 】 実施 実施   

実績の評価 △ △   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

普通財産（土地）の処分に取り組み、公売を行った土地を含め３件の

市有地を売却しました。また、未利用土地の貸付も行い、市有財産の

有効活用を図りました。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

普通財産（土地）の処分に取り組み、公売を行った土地を含め、日知

屋の旧分遣署跡地など７件の市有地及び建物を売却しました。また、

未利用土地の貸付を48件行い、市有財産の有効活用を図りました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備   考 

※普通財産とは、行政財産以外の公有財産のことです。行政財産とは、

行政目的で用いる財産（庁舎、消防施設、学校、図書館、公民館、

公園など）のことです。 
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基 本 方 針 ４ 未来につなげる財政運営 担 当 課 

取 組 項 目 ２ 自主財源の確保 財 政 課 

関係各課 実 施 項 目 ５ 広告掲載事業の拡充 

現状や課題 

庁舎案内や共用封筒に広告掲載を導入しているほか、ホームページバ

ナーやぷらっとバスへの広告掲載に取り組んでいますが、今後も市民

等への幅広い周知を図り、更なる取組を進める必要があります。 

実 施 内 容 
現在導入している広告掲載事業の拡充や広告媒体として活用可能なも

のへの広告掲載事業に取り組みます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 

広 告 掲 載 事 業 の 拡 充 

実     施 

【 実 績 】 実施 実施   

実績の評価 ○ ○   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

前年度までの取組に加え、新たに広告媒体付きＡＥＤの無償設置や駅

前広場のネーミングライツ導入等に取り組みました。 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

令和３年度までの取組に加え、日向市駅前広場のネーミングライツ契

約に基づく「あくがれ広場」の命名権料の収入により、拡充を図りま

した。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備  考 
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基 本 方 針 ４ 未来につなげる財政運営 担 当 課 

取 組 項 目 ３ 適正な公金管理と運用 
会 計 課 

実 施 項 目 １ 資金運用の強化 

現状や課題 

平成30(2018)年度から預金と債券で資金運用を行っていますが、令和

2(2020)年度に各金融機関の定期預金利率が引き下げられたことによ

り、預金による資金運用益の減少が見込まれています。 

実 施 内 容 

国債や地方債などの債券による資金運用を検討するため、債券運用委

員会を開催し、市場の動向を見極めながら確実で有利な資金運用に取

り組みます。 

計画・実績 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度 

【 計 画 】 

適 正 な 資 金 運 用 

検 討 ・ 実 施 

【 実 績 】 検討・実施 検討・実施   

実績の評価 〇 〇   

取

組

実

績

の

内

容 

令 和 3 

( 2 0 2 1 ) 

年 度 

効率的な資金運用を図るため、債券運用委員会を開催して１億円分の

債券購入方針を決定し、購入を完了しました。 

 

令 和 4 

( 2 0 2 2 ) 

年 度 

適正な資金運用を検討するために債券運用委員会を開催しました。金

利変動及び次年度以降の公共施設整備等の大型事業に対応するための

資金流動性を考慮した結果、地方債１億円の運用方針を決定し、購入

を実行しました。 

令 和 5 

( 2 0 2 3 ) 

年 度 

 

 

 

令 和 6 

( 2 0 2 4 ) 

年 度 

 

 

 

備   考 
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総合政策部 行政改革・デジタル推進課 
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